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平成２１年度の取組状況

１ なお一層推進する分野

① 定型的業務

業 務 名 取 組 状 況 部局名

庶務業務 集中処理機関におけるアウトソーシング 総務部ほか

可能な業務を精査した上で、庶務システム 各部局

服務関係、給 稼働に伴う業務集約化に向けた外部人材の

与関係、旅費 具体的な活用取組みとして、平成２１年１２

関係、福利厚 月から労働者派遣制度を活用

生関係の各所

属に共通する ＜主なアウトソーシング可能業務＞

内部管理業務 通勤手当等の諸手当データ、旅費計算デ

約210事務 ータなどの入力及び入力内容の確認

［今後の取組み］

平成２３年１月からのシステム全面稼働

に伴う業務集約化に向けて、引き続き、労

働者派遣制度を活用

【計画どおり取組中】

② 専門的業務

業 務 名 取 組 状 況 部局名

消費生活関係業 平成１９年度から苦情テスト及び製品事 生活環境部

務 故テストについて外部委託を実施

【計画どおり実施】

計量検定業務 論点・課題を洗い出し、アウトソーシン 商工労働部

グ実現に向けて、費用対効果やメリットに

ついて引き続き検討

【計画どおり取組中】

臨床検査業務 「県立病院改革プラン」に基づき、患者 病 院 局

サービスの向上や救急時への対応等との均

衡を図りながら、引き続き検討

【計画どおり取組中】
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③ 現業的業務

業 務 名 取 組 状 況 部局名

公用車運転業務 平成２０年３月に策定した「公用車運転 総務部ほか

手集中管理基本方針」に基づき、平成２１ 関係部局

年４月から公用車運転手の集中管理を実施

＜集中化の対象＞

・県庁舎及び各地方振興局が所在する合同

庁舎内

・合同庁舎から近接する公所（平均的所要

時間１５分程度(約１０km程度)）について

は、集中化を検討

＜集中化対象公所の運転者数＞

２０年度：９３名→２１年度：６３名

→２２年度：５９名

※再任用、嘱託を含む

【計画どおり実施】

守衛業務 直営で実施すべき最小限の業務範囲につ 総 務 部

いて引き続き検討

【計画どおり取組中】

文書印刷業務 ・印刷機器を一部廃止し、機器構成の簡素 総 務 部

化を実施

・退職者不補充

（平成２１年度末に２名退職者し、正規職

員は０名となった。）

【計画どおり取組中】

電話交換業務 ［総務部］ 総 務 部

・退職者不補充 病 院 局

（平成２１年度末退職者は１名）

・２２年度から一部について人材派遣を活

用

【計画どおり取組中】

［病院局］

外部委託、嘱託化により対応済

【計画どおり実施】

専任職員から事務職員、嘱託員等への切 警 察 本 部

り替えについて、引き続き検討

【計画どおり取組中】
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犬捕獲業務 平成１９年度の検討の結果、委託困難な 保健福祉部

業務であると整理。平成２０年度以降、各

事務所（南会津を除く）正規職員１名＋嘱

託員等の体制とした。

【計画どおり実施】

ボイラー管理業 ［保健福祉部］ 保健福祉部

務 平成２０年度から会津保健福祉事務所に 農林水産部

おいては外部委託、平成２１年度から大笹 病 院 局

生学園においては再任用職員での対応を実 教 育 庁

施

【計画どおり実施】

［農林水産部］

平成１９年度から農業総合センター農業

短期大学校学生寮において、一部外部委託

を実施

【計画どおり取組中】

［病院局］

退職者不補充の考えの下、引き続き検討

【計画どおり取組中】

［教育庁］

退職者不補充

（平成２１年度末退職者は０名）

【計画どおり取組中】

調理給食業務 ［保健福祉部］ 保健福祉部

平成２２年度から総合療育センターにお 病 院 局

いて外部委託を完全実施。その他について 教 育 庁

は、退職者不補充の考えの下、引き続き検討

【計画どおり取組中】

［病院局］

退職者不補充の考えの下、引き続き検討

【計画どおり取組中】

［教育庁］

退職者不補充の考えの下、段階的に外部

委託を実施中

【計画どおり取組中】

動物管理・農場 ［農林水産部］ 農林水産部

管理業務 研究業務と密接な一定の業務について

は、必要最小限の人員配置として直営を継

続しつつ、より効率的な業務運営体制を検

討

【引き続き検討】
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道路維持管理業 平成１９年度から道路パトロール業務の 土 木 部

務 うち運転業務及び補修業務について、県南

建設事務所及び大峠道路管理所において外

部委託を実施

他の事務所についても可能なところから

外部委託の導入を進めていく。

【計画どおり取組中】

荷役業務 平成２２年度から荷役機械（全４基）の 土 木 部

運転業務について、使用許可を受けた民間

の港湾運送事業者による運営へ全面的に移

行

【計画どおり取組中】

看護補助業務 平成２０年度末退職者不補充（業務見直 病 院 局

し）により対応済

【計画どおり実施】

薬局・検査補助 平成２１年度末退職者不補充（業務見直 病 院 局

業務 し）により対応済

【計画どおり取組中】

用務員（庁務員） ［教育庁］ 教 育 庁

業務 退職者不補充（嘱託員対応） 警 察 本 部

（平成２１年度末退職者は５名）

【計画どおり取組中】

［警察本部］

退職者不補充

（平成２１年度末退職者は０名）

【計画どおり取組中】

④ 施設管理業務

業 務 名 取 組 内 容 部局名

相馬工業用水道 平成１８年度末をもって相馬事業所を廃 企 業 局

給水業務 止し、平成１９年４月から包括業務委託を

導入

【計画どおり実施】

磐城・勿来・小 引き続き管路・ポンプ場巡視等業務につ 企 業 局

名浜工業用水道 いて外部委託化とともに、包括的な業務委

給水業務 託について検討

【計画どおり取組中】
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２ 規制緩和等の見直しを受けて推進する分野

① 公の施設の管理運営業務

Ⅰ 県直営で管理している施設

１ 指定管理者制度への移行等を検討する施設

施 設 名 取 組 内 容 部 局 名

会津レクリエーショ 有料施設がなく、利用料金収入 土 木 部

ン公園 を見込むことができない公園であ

東ヶ丘公園 るため、現段階では指定管理者制

いわき公園 度へ移行するメリットが見いだせ

ないが、「あづま総合運動公園」

等の実施状況を検証しながら、引

き続き検討

【引き続き検討】

県営住宅 平成２１年度に実施した小規模

県南地区 地区における指定管理者の先進地

相双地区 調査の結果を踏まえ、引き続き検

討

【引き続き検討】

２ 他の見直しにおいて管理の在り方等を検討している施設

(1) 県立社会福祉施設の在り方見直し

施 設 名 取 組 内 容 部 局 名

希望ヶ丘ホーム ［希望ヶ丘ホーム］ 保健福祉部

喜多方しののめ荘 平成２０年４月から社会福祉法

人へ移譲

【計画どおり実施】

［喜多方しののめ荘］

平成２１年４月から社会福祉法

人へ移譲

【計画どおり実施】

大笹生学園 民間移譲又は指定管理者制度移

行に向け、施設の老朽化や法制度

見直しのスケジュールにも配慮し

ながら、「大笹生学園のあり方検

討会議」を設置し、平成２２年度

内に在り方を検討

【引き続き検討】
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郡山光風学園 平成２１年４月からの利用定員

の見直しや県中児童相談所一時保

護所併設後の利用者数の推移等を

踏まえ、平成２２年度内に実行計

画を策定

【引き続き検討】

若松乳児院 学識経験者等による「乳幼児養

護体制のあり方に関する検討会」

の検討結果を踏まえ、平成２２年

度内に実行計画を策定

【引き続き検討】

(2) 企業局事業見直しにおける見直し

施 設 名 取 組 内 容 部 局 名

好間工業用水道 「県・市協議会」において、い 企 業 局

施設 わき市への譲渡に向け、引き続き

調整

【引き続き検討】

(3) 県立病院改革における見直し

施 設 名 取 組 内 容 部 局 名

会津総合病院 会津医療センター（仮称）の県 病 院 局

喜多方病院 立医科大学附属病院化に伴う病院

機能等の検討とともに、実施設計

を進めた。

平成２２年度以降は、会津医療

センター（仮称）の平成２４年度

後半の開院に向け、引き続き、実

施設計を進めるともに、県立医科

大学と診療・教育・研究機能の在

り方、運営・医療情報システム、

医療機器等の検討を進めるなど着

実に整備を行う。

【計画どおり取組中】

リハビリテーション 平成１９年４月に病院の機能等

飯坂温泉病院 を民間医療機関へ移譲

【計画どおり実施】

リハビリテーション 平成１９年３月に診療所を廃止

飯坂温泉病院 し、平成２０年３月に敷地等を本

本宮診療所 宮市へ譲渡する契約を締結（平成

２０年４月１日引渡し）

【計画どおり実施】
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三春病院 平成１９年４月に病院の機能等

猪苗代病院 をそれぞれ三春町、猪苗代町へ移

譲

【計画どおり実施】

３ その他管理の在り方について引き続き検討する施設

施 設 名 取 組 内 容 部 局 名

下水道施設 平成２０年度から民間一括委託 土 木 部

県北処理区 を導入した二本松処理区の検証結

県中処理区 果等を踏まえ、他の３処理区への

二本松処理区 導入に当たり制度の検証を実施

田村処理区 【計画どおり取組中】

図書館 指定管理者制度導入によるメリ 教 育 庁

美術館 ット、デメリットの比較検討を実

博物館 施

検討結果等を踏まえ、管理運営

のあり方について、引き続き検討

【引き続き検討】

Ⅱ 地方自治法252条の14に基づき事務（管理）を委託している施設

□ 管理の在り方について引き続き検討する施設

施 設 名 取 組 内 容 部 局 名

福島体育館 福島市への移譲に向け、引き続 企画調整部

き調整

【引き続き検討】

② 法制度等の阻害要因の緩和された業務

業 務 名 取 組 内 容 部局名

県税収納業務 平成２０年度から「自動車税定期課税分」 総 務 部

の収納業務について、収納代行会社を通じ

てコンビニエンスストアに外部委託を実施

し、以下の効果があった。

＜主な効果＞

・県税納付の利便性向上

・納期限内納付率が実施前より４．８５％

アップ

・督促コストの削減 等

【計画どおり実施】
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３ その他新たに推進する分野

① 住民提案型アウトソーシング

平成１９年度に実施した「分権広報活動事業」、「ＮＰＯと行 総 務 部

政の協働推進事業」の効果検証を行った。 企画調整部

今後、検証結果を踏まえ、実施について引き続き検討を行う。

＜検証結果＞

民間の発想を取り入れることができたが、以下が課題。

・公募者数が少ない

・必ずしも経費削減に結びつかない

・県と受託者の役割分担が不明瞭になりがち

【休止、継続検討中】

② 福島県版市場化テスト

平成２０年３月に策定した対応方針に基づき、先進事例の研 総 務 部

究・情報収集を進めた。

なお、本県では制度導入について、以下の点から現在の民間

委託を確実に進めていった方が効果が高いと考え、当面は導入

しないこととした。

・官民競争入札は実績が上がっておらず、民間競争入札ならば

従来の民間委託との相違が明確でなく、民間事業者のノウハウ

を活用するならば他にも指定管理者制度等の手法がある。

・行政が直接担うべきか、委託可能かについて、多くのコスト

をかける必要性が感じられない。

・委託可能ならば、第三者委員会の設置、条例制定などの手続

を経由せずに、競争入札により委託すればよい。

【当面導入せず】


